
全国水産試験場長会 海面部会及び内水面部会運営規程 
 

 

（目的） 

第１条 本規程は、全国水産試験場長会規約（以下「規約」という。）第７条第２項に定める海

面部会及び内水面部会（以下「部会」という。）の運営について必要な事項を定める。 

 

（ブロック） 

第２条 本会の会員を地域性や水産試験研究の関連性等から、海面にかかる試験研究を業務とす

る会員が属する都道府県（以下、「県」という。）を別表１、また、内水面にかかる試験研究

を業務とする会員が属する県を別表２に示すブロックに分割する。 

 

（構成） 

第３条 海面部会は、前条の別表１のブロックごとに、そのブロックを構成する会員のうちから

選出された各１名の代表をもって構成する。なお、会員が複数のブロックの構成員となってい

る場合において、同時に複数のブロックからの代表とならないよう、当事ブロック間で協議調

整するものとする。 

２ 内水面部会は、前条の別表２のブロックごとに、そのブロックを構成する会員のうちから選

出された各１名の代表をもって構成する。 

３ 前項の海面部会のブロック代表者と内水面部会のブロック代表者にあって、同一の県から双

方の部会の代表を出すことは妨げない。ただし、当該代表となる県において、どちらかの代表

に限りたいとする場合は、双方の部会において同一とならないよう調整するものとする。 

 

（業務） 

第４条 部会は次の業務を行う。 

(1)国や関係機関に対する事業や政策の要望や提言のとりまとめ 

(2)ブロック間の情報交換 

(3)幹事会への提案事項のとりまとめ 

(4)その他必要な事項の協議 

 

（役員） 

第５条 部会に次の役員をおく。任期は１年とし、再任を妨げない。任期の途中で欠員を生じた

場合は、部会において遅滞なく補充の措置を行うものとする。 

(1)部会長 

(2)副部会長 

２ 部会長は、ブロックの代表のうち、あらかじめ定められた持回り順により務め、副部会長は、

持回り順において次に部会長となるブロックの代表が務める。海面部会と内水面部会の部会長

又は副部会長が双方同一となる場合は、双方の部会において、同一とならないよう協議調整す

るものとする。 

３ 部会長は､規約第８条第２項に基づき、政策担当副会長の役を担うものとする。 

 

（会議） 

第６条 部会の会議は部会長が招集する。 

２ 部会長は、会議を招集する場合、会長及び企画担当副会長、他の部会長と十分な連携を図る

ものとする。 



 

（事務） 

第７条 部会に関する事務は、部会長の所属する機関において処理する。 

 

（その他） 

第８条 各ブロックにおいては、ブロックの代表者を中心に水産試験研究の発展に向けて県相互

の連携協力のもと自主的な活動の展開に努めるとともに、構成員会員にあっては、選出した代

表者の職責遂行に協力する等、本会の目的達成のためにそれぞれ積極的な役割を果たすものと

する。 

２ 水産試験研究において相互に関連するブロック同士においては、情報の交換等について相互

の連携に努めるものとする。 

 

 

付則 この規程は、平成２３年４月１日から施行する。 

付則 この規約は、平成２７年２月２７日から施行する。 

付則 この規約は、平成２７年１１月１２日から施行する。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

別表１ 海面に関する試験研究にかかる都道府県ブロック割 

ブロック 基本となる構成都道府県 

北 海 道 北海道 

東 北 北海道 青森県 岩手県 宮城県 福島県 茨城県 

北部日本海 北海道 青森県 秋田県 山形県 新潟県 富山県 石川県 

東  海 茨城県 千葉県 東京都 神奈川県 静岡県 愛知県 三重県 和歌山県 

瀬戸内海 
和歌山県 大阪府 兵庫県 岡山県 広島県 山口県 徳島県 香川県 愛媛県 

高知県 福岡県 大分県 宮崎県 

西部日本海 福井県 京都府 兵庫県 鳥取県 島根県 山口県 

九州・山口 山口県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 

（参考）基本となる構成において複数ブロックの構成となる道県 

北海道、青森県、茨城県、兵庫県、和歌山県、山口県、福岡県、大分県、 

宮崎県 

 

 

別表２ 内水面に関する試験研究にかかる都道府県ブロック割 

ブロック 基本となる構成都道府県 

東北・北海道 北海道 青森県 岩手県 秋田県 宮城県 山形県 福島県 

関東・甲信越 
茨城県 栃木県 群馬県 埼玉県 千葉県 東京都 神奈川県 山梨県 新潟県 

長野県 

東海・北陸 富山県 石川県 福井県 岐阜県 静岡県 愛知県 三重県 

西 日 本 

滋賀県 京都府 奈良県 大阪府 兵庫県 和歌山県 島根県 鳥取県 岡山県 

広島県 山口県 香川県 徳島県 愛媛県 高知県 福岡県 佐賀県 長崎県 熊

本県 大分県 宮崎県 鹿児島県 沖縄県 

（参考）部会代表の持ち回り順番 

海面部会：九州･山口→瀬戸内→西部日本海→東海→北部日本海→東北 

内水面部会：西日本→東海･北陸→関東･甲信越→東北･北海道 

 

 


